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議案第 ６１ 号 

 

周南都市計画事業久米中央土地区画整理事業施行規程及び周南都市計画 

事業富田西部第一土地区画整理事業施行に関する条例の一部を改正する 

条例制定について 

 

周南都市計画事業久米中央土地区画整理事業施行規程及び周南都市計画事業富田西

部第一土地区画整理事業施行に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和３年５月３１日 提出 

 

周南市長  藤  井  律  子        

 

周南都市計画事業久米中央土地区画整理事業施行規程及び周南都市計画 

事業富田西部第一土地区画整理事業施行に関する条例の一部を改正する 

条例 

（周南都市計画事業久米中央土地区画整理事業施行規程の一部改正） 

第１条 周南都市計画事業久米中央土地区画整理事業施行規程（平成９年徳山市条例

第15号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第３条第３項」を「第３条第４項」に改める。 

第27条第１項中「規定により徴収」を「規定により、徴収」に改め、同条第２

項中「年６パーセント」を「、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

率」に改め、同項に次の各号を加える。 

(１) 分割徴収する場合 法第103条第４項の規定による換地処分の公告の日の

翌日における財政融資資金（財政融資資金法（昭和26年法律第100号）第２条

の財政融資資金をいう。）の貸付け（当該貸付けに係る貸付金の貸付期間が５

年以内であって、据置措置が設けられておらず、かつ、その償還が元金均等半

年賦償還の方法によるものに限る。）に係る利率と同一の率（当該利率が同日

における法定利率を超えるときは、法定利率） 

(２) 分割交付する場合 法第103条第４項の規定による換地処分の公告の日の
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翌日における法定利率 

第27条第５項中「徴収又は交付金額」を「納付又は交付金額」に改め、同条第

６項中「分納」を「分割納付」に改め、同条第８項中「納付金」を「清算金及び

利子」に改め、同条第10項中「分割して納付すべき者又は交付を受けるべき者」

を「分割納付する者又は分割交付を受ける者」に改める。 

第28条中「清算金」の次に「及び利子」を加える。 

（周南都市計画事業富田西部第一土地区画整理事業施行に関する条例の一部改正） 

第２条 周南都市計画事業富田西部第一土地区画整理事業施行に関する条例（平成４

年新南陽市条例第21号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第３条第３項」を「第３条第４項」に改める。 

第３条の表中「古市町」の次に「、三本松開作」を加える。 

第26条中「納入」を「納付」に改める。 

第27条第１項の表中「清算徴収金又は清算交付金」を「徴収又は交付すべき清

算金」に改め、同条第２項中「利子は、年６パーセント」を「利子の利率は、次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める率」に改め、同項に次の各号を加

える。 

(１) 分割徴収する場合 法第103条第４項の規定による換地処分の公告の日の

翌日における財政融資資金（財政融資資金法（昭和26年法律第100号）第２条

の財政融資資金をいう。）の貸付け（当該貸付けに係る貸付金の貸付期間が５

年以内であって、据置期間が設けられておらず、かつ、その償還が元金均等半

年賦償還の方法によるものに限る。）に係る利率と同一の率（当該利率が同日

における法定利率を超えるときは、法定利率） 

(２) 分割交付する場合 法第103条第４項の規定による換地処分の公告の日の

翌日における法定利率 

第27条第３項中「分割徴収」を「分割納付」に、「許可」を「承認」に改め、

同条第４項中「徴収金額」を「納付金額」に改め、同条第７項中「分割徴収」を

「分割納付」に改め、同条第９項中「納付金」を「清算金及び利子」に改め、同

条第11項中「分割して納付すべき者又は交付を受けるべき者」を「分割納付する

者又は分割交付を受ける者」に改める。 

第28条第１項中「清算金」の次に「及び利子」を、「場合は、」の次に「別に
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定めるところにより」を加え、同条第２項から第４項までを削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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（参  考）  

周南都市計画事業久米中央土地区画整理事業施行規程新旧対照表（第１条の改正）  

現行  改正案  

（趣旨）  （趣旨）  

第１条  土地区画整理法（昭和 29年法律第 119号。以下「法」と

いう。）第３条第３項の規定により、徳山市が施行する久米

中央地区の土地区画整理事業の施行に関する法第 53条第２項

各号に掲げる事項その他必要な事項は、この条例の定めると

ころによる。  

 

第１条  土地区画整理法（昭和 29年法律第 119号。以下「法」と

いう。）第３条第４項の規定により、徳山市が施行する久米

中央地区の土地区画整理事業の施行に関する法第 53条第２項

各号に掲げる事項その他必要な事項は、この条例の定めると

ころによる。  

 

（清算金の分割徴収又は分割交付）  （清算金の分割徴収又は分割交付）  

第 27条  市長は、法第 110条第２項の規定により徴収し、又は交

付すべき清算金の総額が２万円以上である場合には、別表に

定めるところにより分割徴収し、又は分割交付することがで

きる。この場合において、分割徴収し、又は分割交付する期

限は、第１回の分割徴収し、又は分割交付すべき期日の翌日

から起算するものとする。  

第 27条  市長は、法第 110条第２項の規定により、徴収し、又は

交付すべき清算金の総額が２万円以上である場合には、別表

に定めるところにより分割徴収し、又は分割交付することが

できる。この場合において、分割徴収し、又は分割交付する

期限は、第１回の分割徴収し、又は分割交付すべき期日の翌

日から起算するものとする。  

２  前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する

場合において、当該清算金に付すべき利子の利率は年６パー

セントとし、第１回の分割徴収し、又は分割交付すべき期日

の翌日から付するものとする。  

２  前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する

場合において、当該清算金に付すべき利子の利率は、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める率 とし、第１回の

分割徴収し、又は分割交付すべき期日の翌日から付するもの

とする。  

＿＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿  

(１ ) 分割徴収する場合  法第 103条第４項の規定による換地

処分の公告の日の翌日における財政融資資金（財政融資資

金 法 （ 昭 和 26年 法 律 第 100号 ） 第 ２ 条 の 財 政 融 資 資 金 を い

う。）の貸付け（当該貸付けに係る貸付金の貸付期間が５
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現行  改正案  

年以内であって、据置措置が設け られておらず、かつ、そ

の償還が元金均等半年賦償還の方法によるものに限る。）

に係る利率と同一の率（当該利率が 同日における法定利率

を超えるときは、法定利率）  

 (２ ) 分割交付する場合  法第 103条第４項の規定による換地

処分の公告の日の翌日における法定利率  

３・４  （略）  ３・４  （略）  

５  第１項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付す

る場合においては、市長は毎回の徴収又は交付金額及び毎回

の納付期限又は交付期限を定めて清算金を納付する者又は交

付を受ける者に通知する。  

５  第１項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付す

る場合においては、市長は毎回の納付又は交付金額及び毎回

の納付期限又は交付期限を定めて清算金を納付する者又は交

付を受ける者に通知する。  

６  清算金を分納する者は、市長の承諾を得て、未納の清算金

の全部又は一部を繰り上げて納付することができる。  

６  清算金を分割納付する者は、市長の承諾を得て、未納の清

算金の全部又は一部を繰り上げて納付することができる。  

７  （略）  ７  （略）  

８  市長は、清算金を分割納付する者が分割納付に係る 納付金

を滞納したときは、未納の清算金の全部又は一部について納

付期限を繰り上げて徴収することができる。  

８  市長は、清算金を分割納付する者が分割納付に係る 清算金

及び利子を滞納したときは、未納の清算金の全部又は一部に

ついて納付期限を繰り上げて徴収することができる。  

９  （略）  ９  （略）  

10  清 算 金 を 分 割 し て 納 付 す べ き 者 又 は 交 付 を 受 け る べ き 者

は、その氏名又は住所（法人にあっては、その名称又は主た

る事務所の所在地）を変更したときは、直ちにその旨を市長

に届け出なければならない。  

 

10 清算金を分割納付する者又は分割交付を受ける者は、その

氏名又は住所（法人にあっては、その名称又は主たる事務所

の所在地）を変更したときは、直ちにその旨を市長に届け出

なければならない。  

 

（督促手数料及び延滞金）  （督促手数料及び延滞金）  

第 28条  第 25条又は前条の規定により徴収する清算金を滞納し 第 28条  第 25条又は前条の規定により徴収する清算金及び利子
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現行  改正案  

た者に督促状を発した場合においては、別に定めるところに

より督促手数料及び延滞金を徴収する。  

 

を滞納した者に督促状を発した場合においては、別に定める

ところにより督促手数料及び延滞金を徴収する。  
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周南都市計画事業富田西部第一土地区画整理事業施行に関する条例新旧対照表（第２条の改正）  

現行  改正案  

（趣旨）  （趣旨）  

第１条  この条例は、土地区画整理法（昭和 29年法律第 119号。

以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 ３ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 新 南 陽 市

（以下「施行者」という。）が施行する富田西部第一地区の

土地区画整理事業の施行に関し、法第 53条第２項に規定する

事項その他必要な事項を定めるものとする。  

 

第１条  この条例は、土地区画整理法（昭和 29年法律第 119号。

以 下 「 法 」 と い う 。 ） 第 ３ 条 第 ４ 項 の 規 定 に よ り 新 南 陽 市

（以下「施行者」という。）が施行する富田西部第一地区の

土地区画整理事業の施行に関し、法第 53条第２項に規定する

事項その他必要な事項を定めるものとする。  

 

（施行地区に含まれる地域の名称）  （施行地区に含まれる地域の名称）  

第３条  事業の施行地区に含まれる地域の名称は、次のとおり

とする。  

第３条  事業の施行地区に含まれる地域の名称は、次のとおり

とする。  

新 南 陽

市  

大

字  
字  

富

田  

草なし、番の木、文の水、浜田及び平野開作の

全部  

新町、古市町及び西江田の各一部  

町  

富田二丁目、浜田一丁目及び平野二丁目の各一部  
 

新 南 陽

市  

大

字  
字  

富

田  

草なし、番の木、文の水、浜田及び平野開作の

全部  

新町、古市町、三本松開作及び西江田の各一部  

町  

富田二丁目、浜田一丁目及び平野二丁目の各一部  
 

 

（清算金の徴収又は交付の通知）  

 

（清算金の徴収又は交付の通知）  

第 26条  施行者は、前２条の清算金を徴収し、又は交付する場 第 26条  施行者は、前２条の清算金を徴収し、又は交付する場
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現行  改正案  

合は、その期限及び場所を定め、少なくともその期限の 30日

前に、これを納入すべき者又は交付を受けるべき者に通知す

る。  

 

合は、その期限及び場所を定め、少なくともその期限の 30日

前に、これを納付すべき者又は交付を受けるべき者に通知す

る。  

 

（清算金の分割徴収又は分割交付）  （清算金の分割徴収又は分割交付）  

第 27条  施行者は、前条により通知した徴収すべき清算金又は

交付すべき清算金の額が５万円以上である場合は、次に掲げ

る と こ ろ に よ り 分 割 徴 収 し 、 又 は 分 割 交 付 す る こ と が で き

る。  

第 27条  施行者は、前条により通知した徴収すべき清算金又は

交付すべき清算金の額が５万円以上である場合は、次に掲げ

る と こ ろ に よ り 分 割 徴 収 し 、 又 は 分 割 交 付 す る こ と が で き

る。  

清算徴収金又は清算交付金の総

額  

分割徴収又は分割交付すべ

き期間  

期間  回数  

（略）  
 

徴収又は交付すべき清算金の総

額  

分割徴収又は分割交付すべ

き期間  

期間  回数  

（略）  
 

２  前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する

場合において、当該清算金に付すべき利子は、年６パーセン

トとし、第１回の分割徴収し、又は分割交付すべき期日の翌

日から付するものとする。  

２  前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する

場合において、当該清算金に付すべき利子の利率は、次の各

号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める率 とし、第１回の

分割徴収し、又は分割交付すべき期日の翌日から付するもの

とする。  

＿＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

(１ ) 分割徴収する場合  法第 103条第４項の規定による換地

処分の公告の日の翌日における財政融資資金（財政融資資

金 法 （ 昭 和 26年 法 律 第 100号 ） 第 ２ 条 の 財 政 融 資 資 金 を い

う。）の貸付け（当該貸付けに係る貸付金の貸付期間が５

年以内であって、据置期間が設け られておらず、かつ、そ
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現行  改正案  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

の償還が元金均等半年賦償還の方法によるものに限る。）

に係る利率と同一の率（当該利率が 同日における法定利率

を超えるときは、法定利率）  

 (２ ) 分割交付する場合  法第 103条第４項の規定による換地

処分の公告の日の翌日における法定利率  

３  清算金の分割徴収を希望する者は、前条の規定による通知

のあった日から 20日以内に施行者に分割納付の許可を申請し

なければならない。  

３  清算金の分割納付を希望する者は、前条の規定による通知

のあった日から 20日以内に施行者に分割納付の承認を申請し

なければならない。  

４  施行者は、第１項の規定により清算金を分割徴収し、又は

分割交付するときは、毎回の徴収金額又は交付金額及び毎回

の納付期限又は交付期限を定め、清算金を納付する者又は交

付を受ける者に通知しなければならない。  

４  施行者は、第１項の規定により清算金を分割徴収し、又は

分割交付するときは、毎回の納付金額又は交付金額及び毎回

の納付期限又は交付期限を定め、清算金 を納付する者又は交

付を受ける者に通知しなければならない。  

５・６  （略）  ５・６  （略）  

７  清 算 金 の 分 割 徴 収 を 認 め ら れ た 者 は 、 施 行 者 の 承 諾 を 得

て、未納の清算金の全部又は一部を繰り上げて納付すること

ができる。  

７  清 算 金 の 分 割 納 付 を 認 め ら れ た 者 は 、 施 行 者 の 承 諾 を 得

て、未納の清算金の全部又は一部を繰り上げて納付すること

ができる。  

８  （略）  ８  （略）  

９  施行者は、清算金を分割納付する者が分割納付に係る納付

金 を 滞 納 し た と き は 、 未 納 の 清 算 金 の 全 部 又 は 一 部 に つ い

て、納付期限を繰り上げて徴収することができる。  

９  施行者は、清算金を分割納付する者が分割納付に係る清算

金及び利子を滞納したときは、未納の清算金の全部又は一部

について、納付期限を繰り上げて徴収することができる。  

10 （略）  10 （略）  

11  清 算 金 を 分 割 し て 納 付 す べ き 者 又 は 交 付 を 受 け る べ き 者

は、その氏名又は住所（法人にあっては、その名称又は主た

る事務所の所在地）を変更したときは、直ちにその旨を施行

者に届け出なければならない。  

11 清算金を分割納付する者又は分割交付を受ける者は、その

氏名又は住所（法人にあっては、その名称又は主たる事務所

の所在地）を変更したときは、直ちにその旨を施行者に届け

出なければならない。  
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現行  改正案  

（督促手数料及び延滞金）  （督促手数料及び延滞金）  

第 28条  第 26条又は前条の規定により徴収する清算金を滞納し

た者に督促状を発した場合は、督促手数料及び延滞金を徴収

する。  

第 28条  第 26条又は前条の規定により徴収する清算金及び利子

を滞納した者に督促状を発した場合は、 別に定めるところに

より督促手数料及び延滞金を徴収する。  

２  前項の督促手数料は、１通につき 60円とする。  ＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

３  第１項の規定により徴収する延滞金は、当該督促に係る清

算金の額（以下「督促額」という。）が 100円以上である場合

に徴収するものとし、その額は、納付すべき期限の翌日から

納付の日までの日数に応じ、督促額（ 100円未満の端数がある

ときは、これを切り捨てる。）に年 10.75パーセントの割合を

乗じて得た額とする。この場合において、その計算の基礎と

なる督促額の一部が納付されているときは、その納付の日の

翌日以降の期間に係る延滞金の計算の基礎となる額は、その

納付された督促額を控除した額とする。  

＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ _＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

４  前項の規定により計算した延滞金の額に 10円未満の端数が

あるとき、又はその全額が 10円未満であるときは、その端数

金額又はその全額を切り捨てるものとする。  

 

＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

 

 


